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 ベネッセは、1991 年に観光事業・施設・ホテルを運営する 100%出資の㈱直島文化村を設立、

























岡山県）の預かり地、そして 1871 年に丸亀県（現・香川県）の管轄となっていた。1890 年の
香川県の市制町村制施行で、香川郡直嶋村となり、1954 年町制施行により直島町となった。特






－ 25 － 
はじめ直島町現況を素描しておこう。 
町の面積は 14.23 k ㎡（本島である直島<約８k ㎡>と属島<約６k ㎡>）、住民は 1,505 世帯、人






（宮浦湊 所要時間約１時間、10～15 便／日 片道 510 円）、宇野港－直島（同 15 分、28 便／
































に瀬戸内海の今治市南東 20 ㎞、新居浜市北 10 ㎞にある無人島であった四阪島に製錬所設け*5、
99 年には広島県竹原市沖４㎞の契島に深川鉱山銅精錬所が設立されており*6、また 1909 年には
地元資本が犬島（岡山県岡山市の属島）に銅の精錬所を設立している（後に藤田組、そして住



















害を心配する地主たちの抵抗で、評議は 75 回に及んだ。 
誘致決議から２ヶ月後、三菱と精錬所設置の契約書を交わした。 










製錬所操業開始数年後の 1920 年（第１回国勢調査）には 676 世帯 2,944 人となり、40 年に
は 1,247 世帯 5,524 人にまで増加している。ただし、精錬所の従業員は圧倒的に男性によって
占められていた。精錬所の進出以降、若い男性従業員が直島に入ってきたのである。やや時期
はズレて戦後のデータであるが、製錬所の従業員が大半を占めると思われ金属・機械・化学工
業の就業者 1,225 人の 93%強が男性である（1965 年の国勢調査）。1920 年時点での性比は 127.1
（男 3,097 人、女 2,437 人）の男社会となった。 
戦後 45 年 9 月から一時操業を一時停止していたが、47 年 3 月に操業再開、順調に生産を増




機械・化学工業の従業者である。1966 年の事業所統計によれば、事業所数 229、従業者数 2,150
人、そのうち製造業は 22 所で、うち会社組織はわずか３社、製造業従業者数 1,221 人で全従業
者の 66%を占めている。労働組合員が「最盛期 1200 人を数えた」*10と言われているところから
みると、その大半が精錬所に勤務している雇用者である。 
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「企業城下町」の色合いは戦後さらに強まり、直島は、税収の 85%を製錬所関連が占め、


























 この時期の直島町の人口の推移を見ると、1955 年の 7,501 人を頂点に、減少が始まり、60 年
から 65 年の 5 年間で 1,000 人近くの減少を見た。69 年に新製錬所が稼働したにもかかわらず、
70 年には 6,000 人にまで減少した。そしてその後も５年間で 300 人を超える減少が続き、2000
年には 3,705 人と 1955 年の半数以下になってしまった（表１）。 
製錬所の従業員数の減少は、同時に、精錬所が提供していた町民へのサービスの低下にもつ 
－ 29 － 
表１ 直島町の人口の推移（1950～1990 年） 
調査年 1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 











 本節では、2000 年以降の直島の人口構成、産業構造の変容を明らかにしよう。 
 
（１）人口構成 
 1960 年代から始まった直島町の人口減少傾向は 2000 年代に入って、やや減少数・率を低下
させてはいるが、止まっていない。 
 国勢調査によれば、2010 年の総世帯数は 1,510 世帯、総人口は 3,325 人（男 1,671 人、女 1,664






直島町の世帯は、ほとんどが一般世帯(1,506 世帯、99.7%)で、施設等の世帯はわずか 4 世帯で
ある。一般世帯のうち核家族世帯が 55.0%、単独世帯が 36.6%、３世代世帯が 4.4%、その他親族
世帯が 4.0%である（住民基本台帳では、2005 年度は親族世帯が 4.0%である）。世帯の変化を見
ると、2000 年以降世帯数は微減であるが（住民基本台年以降むしろ増加傾向にある）、核家族
世帯の割合が大きく低下し（2000 年比 6.6 ポイント減）、単独世帯が 2000 年の 397 世帯から 551
世帯と１.４倍、構成比で 10.3 ポイント増加し、単独世帯化が進んでいる。ただ、後に見るよ
うに高齢化が進んでいるにも関わらず高齢者単独世帯の増加率はそれほど大きくない（2000 年 
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表２ 世帯、人口の推移 単位：世帯、人、％ 
実数 減少数(人) 増減率(%) 
調査年 2000 2005 2010 00～05 05～10 00～05 05～10 
世帯数 1,512 1,505 1,510 -7 5 -0.5 0.3 
男女計 3,705 3,538 3,325 -167 -213 -4.5 -6.0  
男 1,856 1,770 1,671 -86 -99 -4.6 -5.6 
女 1,849 1,768 1,654 -81 -114 -4.4 -6.4 
出所：国勢調査より作成 
 
表３ 一般世帯の家族類型 単位：世帯、％ 





世帯総数 1,506 828 124 551 66 27 
世帯主 65 歳以上 589 335 61 192 25 0 
世帯総数 100.0 55.0 8.2 36.6 4.4  1.8  











世帯総数に占める割合は 4.4%で、県内では宇多津町（4.1%）次いで 16 位である。 
つまり直島町の世帯構成の特徴は、核家族、３世代家族も相対的に少なく、単独世帯、しか
も高齢者でない非高齢者単独世帯が多いことである（非高齢者単独世帯率 23.7%は 30.3%と突出
している宇多津町に次いで県内 2 番目である）。 
このような世帯構成の特徴は、単身青壮年層の流入が相対的に多くあったことを伺わせる。 
人口構成－人口数、人口動態、年齢構成－ 
人口総数はすでに述べたように、2000 年の 3,705 人から 380 人減少して 2010 年は 3,325 人に
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なった（減少率 00～05 年 4.5%、05～10 年 6.0%）。中でも女性の減少が増加している。 
90～2000 年にかけての 10 年間の減少数は 966 人（減少率 20.7%）であるので、いくらか人口
減のスピードは遅くなったと言える（表２）。 
人口の自然動態は 95 年以降一貫して死亡数が出生数を上回り続けている。出生数は、95、97、
99 年度は 30 人超であるが、それ以外の年度は 30 人未満であり、02、06 年度はともに 18 人と
最低を記録している。他方、死亡数は常に 30 人を上回り、近年は 50 人を超える年度（08、09
年度）もある。その結果、５年間単位でみると、96～2000 年度間計は出生数 155 人、死亡数 220
人で－65 人、01～05 年度間計は出生数 113 人、死亡数 185 人で－70 人（その他の増２名を含
む）、06～10 年度間計は出生数 111 人、死亡数 241 人で－126 人（その他の増１名を含む）であ




  自然動態 社会動態 人口 
年   度 出生 死亡 増減 転入 転出 増減 増減 
1996-2000 155 220 -65 605 990 -389 -454 
2001-2005 113 185 -70 731 890 -159 -229 
2006-2010 114 241 -126 753 827 -74 -200 








96～2000 年度間計で転入者は 605 人（その他増 4 名を含む）転出者は 999 人で－389 人、00～
05 年度間計は転入者 731 人、転出者 890 人で－159 人、06～10 年度間は転入者 753 人、転出者
827 人で－60 人である。 
その結果、町の人口は 95～00 年度の５年間は 454 人の減少、00～05 年度の５年間で 229 人
の減少、06～10 年度の５年間で 200 人の減少であった（表４）。減少速度は低下してきている。 
転入・転出者の性・年齢について国勢調査の人口移動集計によって見てみよう（表 5）。 
2010 年の国勢調査時、直島町に住んでいる者（常住者）の５年前の居住地を見ると、５年前
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も町内に住んでいた者が 86.0%（2,861 人）で、町外から移住してきた者（転入者）は 464 人(14.0%) 
であった。また、５年前は直島町に居住していたが、その後に転出した者（転出者)は 389 人で、
差し引き 75 人の転入超過であった*15。 
転入・転出者の数は性・年齢によって大きく異なる。転入者数・転入率は男性の方が多く・
高い。男性の転入者は 267 人で、その多くは 2010 年時年齢の 20-44 歳層（69.0%）である。特
に、25-34 歳層に集中（102 人、38.2%）し、同年齢層常住者の半数近く（47.4%）になっている。
14 歳未満、15-19 歳層、高齢者の転入は少ない。女性の転入者は 197 人と男性より 70 人も少な
いが、年齢構成ではほぼ同様で 20-44 歳層が 69.6%を占め、中でも 25-34 歳層が 77 人で全転入
者の４割を占めている。 
転出者数は男女ほぼ同数（男 196 人、女 193 人）である。男性は 25-34 歳層に相対的に多い
（77 人、23.0%）が、転入者に比べ 55 歳以上層も比較的多い（42 人、21.5%）。なお、0-14 歳層
の転出者（19 人、14.8%）は女性に比べて多い（男 29 人、14.8%、女 19 人、9.8%））。女性は、
男性よりも転出者の年齢構成は比較的バラけているが、65 歳以上が２割近く（35 人、18.1%）
と、男性（16 人、8.2%）に比べて多いのが特徴である。 
 転入者と転出者の差は 75 人の転入増であるが、内 71 人は男性で、女性はわずか 7 人である。
しかし、男性の 0-19 歳層（－12 人）と 55 歳以上層（－23 人）と女性の 0-14 歳層（＋3 人）、
25-54 歳層（＋1 人）以外は転出者の方が多い。特に、65 歳以上層は男女計で 51 人の転出者で、
転入者は 11 人にすぎず、41 人も減少しているのである。他方、25-34 歳層は 98 人、35-34 歳
層は 41 人もの転入超過である*16。 
 この結果、現在の常住者の中で、ここ５年の内に転入してきた者（新住民）は、全体として
は 14%でしかいないが、20-44 歳の青壮年層は 1/3 強（35.2%）となった。中でも 25-34 歳層で
は新住民が半数近く（46.4%）を占めることとなった。 
ここ 10 年間、直島町では人口の自然減は増加する傾向にあるが、社会減は大きく減少すると




09 年の香川県のデータによれば、県内 17 市町の内、直島町の出生率は 6.8‰（県平均 8.4）で
12 位、死亡率は 17.1‰（県平均 10.6）で 1 位、婚姻率は 2.35‰（県平均 5.14）で最下位となっ
ている。なお、離婚率は 1.18‰(県平均 1.96)で低い方から３番目であった*17。 
他方、社会増減は一に直島町の雇用環境に大きく影響されている。近年の青壮年層を中心と
する転入者数の増加傾向、転出者数の減少傾向の背景には、ベネッセアートサイト事業の展開 
－ 33 － 
表５ ５年前の常住地からの移動 
区分／年齢階層 総数 0-14 15-19 20-24 25-34 35-44 45-54 55-64 65- 
実 常住者 計 3,325 359 111 124 386 398 365 571 1009 
数 転入者  464 48 7 45 179 96 51 27 11 
（人） 転出者  389 48 27 42 81 55 40 45 51 
常住者 男 1,671 186 59 72 215 207 202 310 419 
転入者  267 26 5 25 102 56 34 16 3 
転出者  196 29 14 15 45 27 24 26 16 
常住者 女 1,654 173 52 52 171 191 163 261 590 
転入者  197 22 2 20 77 40 17 11 8 
転出者  193 19 13 27 36 28 16 19 35 
割 常住者 計 100 10.8 3.3 3.7 11.6 12 11 17.2 30.3 
合 転入者  100 10.3 1.5 9.7 38.6 20.7 11 5.8 2.4 
（％） 転出者  100 12.3 6.9 10.8 20.8 14.1 10.3 11.6 13.1 
常住者 男 100 11.1 3.5 4.3 12.9 12.4 12.1 18.6 25.1 
転入者  100 9.7 1.9 9.4 38.2 21 12.7 6 1.1 
転出者  100 14.8 7.1 7.7 23 13.8 12.2 13.3 8.2 
常住者 女 100 10.5 3.1 3.1 10.3 11.5 9.9 15.8 35.7 
転入者  100 11.2 1 10.2 39.1 20.3 8.6 5.6 4.1 
転出者  100 9.8 6.7 14 18.7 14.5 8.3 9.8 18.1 
転 常住者 計 100 100 100 100 100 100 100 100 100 
入 転入者  14 13.4 6.3 36.3 46.4 24.1 14 4.7 1.1 
率 常住者 男 100 100 100 100 100 100 100 100 100 
（％） 転入者  16 14 8.5 34.7 47.4 27.1 16.8 5.2 0.7 
常住者 女 100 100 100 100 100 100 100 100 100 
転入者  11.9 12.7 3.8 38.5 45 20.9 10.4 4.2 1.4 
差 計 75 0 -20 3 98 41 11 -18 -40 
（人） 男 71 -3 -9 10 57 29 10 -10 -13 
女 4 3 -11 -7 41 12 1 -8 -27 
＊転入者＝５年前他地域に居住し、その後直島町に転入した者転出者＝５年前は直島町に居住し、
その後に転出した者 
出所：2010 年国勢調査 人口移動集計「現住市町村による５年前の常住地」より作成 






まず性比を見てみよう。戦前 1940 年の 127.1 という男社会から、60 年には 99.6 と女性の方
がわずかに多くなった。しかし 2000 年 100.4、05 年 100.1、10 年 101.0 と再び、男性の方がわ
ずかであるが多くなっている。 
しかし、年齢別にみると若干異なった姿が見える。0～14 歳の年少人口では、00 年 104.4、
05 年 101.9、10 年 105.2 と男性が若干多く、青壮年層では男性の多さが際立つ。00 年では 20 
 
表６ 性・年齢５歳階級別構成 単位：人、％、性比＝女 100.0 
年齢階級 男女計 男 女 総数 男 女 性比 
総数 3,325 1,671 1,654 100 100 100 101.03 
  0～4 115 54 61 3.5 3.2 3.7 88.52 
  5～9 114 59 55 3.4 3.5 3.3 107.27 
  10～14 130 73 57 3.9 4.4 3.4 128.07 
  0～14 359 186 173 10.8 11.1 10.5 107.51 
  15～19 111 59 52 3.3 3.5 3.1 113.46 
  20～24 124 72 52 3.7 4.3 3.1 138.46 
  25～29 183 101 82 5.5 6 5 123.17 
  30～34 203 114 89 6.1 6.8 5.4 128.09 
  35～39 221 108 113 6.6 6.5 6.8 95.58 
  40～44 177 99 78 5.3 5.9 4.7 126.92 
  45～49 170 105 65 5.1 6.3 3.9 161.54 
  50～54 195 97 98 5.9 5.8 5.9 98.98 
  55～59 243 124 119 7.3 7.4 7.2 104.2 
  60～64 328 186 142 9.9 11.1 8.6 130.99 
15～64 1,955 1,065 890 58.8 63.7 53.8 119.66 
65 以上 1,009 419 590 30.3 25.1 35.7 71.02 
出所：2010 年国勢調査より作成 
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～24 歳が 139.9、30～59 歳層が 108.0、05 年では 20～29 歳層が 120.1、35～59 歳層が 128.7、 






なお、2010 年時点の香川県内市町で性比が 100.0 超えているのは直島町だけである。高齢化
が進み、女性の高齢者が男性よりも多くなっている中で、性比で男性の方が多い直島は特異な
自治体である。 
次に 2010 年の年齢構成を見てみよう。2000 年、05 年、10 年と年少人口と生産年齢人口は男
女とも調査年ごとにその割合を減少させ、高齢人口の割合が急増している。その結果 65 歳以上
の高齢者割合（高齢化率）は、男性が 21.1%→22.6%→25.1%、女性が 29.5%→33.3%→35.6%となっ
ている。2010 年の年少人口比率 10.8%は香川県 17 市町のうち下から 4 番目、高齢化率では、男







2010 年の労働力状態を見ると（表７）、15 歳以上人口 2,964 人の内、労働力人口は 1,763 人
で、労働力率は 59.5%、その大半が就業者で、完全失業者は 62 人（失業率 2.1%）である。非労
働力人口は 1,171 人（39.5%）である。労働力人口の男女割合は、男性が 62.2%を占めている。
もちろん、労働力状態は性・年齢によって大きく異なる。 
男性の労働力率は 73.9%であるが、15-19 歳層は 35.6%、20-49 歳層は 95%を超え、50 歳以上
層は加齢とともに低下している。労働力人口の大半が就業しており、その 15-64 歳層はほぼ「お
もに仕事」に就いている。完全失業率は 2.1%であるが、20-34 歳層は 4.5%とやや高い。男性 15-19
歳層の労働力率が非常に高いのが特徴的である。 
 女性の労働力率は 45.1%で、15-19 歳層の労働力率は 13.5%、20-24 歳のそれは 78.8%である。
「家事」に専業している者は 33.1%である。労働力化している女性の内、「主に仕事」に就いて
いる者は 57.7%で、「家事のほか仕事」の者が 37.7%である。 
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表７ 2010 年の性・年齢階級別労働力状態 









家事 通学 その他 
総数 2,964 1,763 1,701 1,399 270 62 1,171 545 82 544 
男 計 1,484 1,096 1,052 1,014 21 44 368 55 37 276 
15-19 歳 59 21 20 18 0 1 37 0 36 1 
20-34 287 276 263 261 1 13 5 2 155 821 
35-49 312 305 295 294 1 10 1 1 1 2 
50-64 407 349 333 324 3 16 55 15 0 40 
65 以上 419 145 141 117 17 4 270 37 0 233 
女 計 1,480 667 649 385 249 18 803 490 45 268 
15～19 歳 52 7 6 2 0 1 45 0 43 2 
20-34 223 163 157 131 23 6 58 56 2 0 
35-49 256 197 191 111 78 6 57 55 0 2 
50-64 359 213 209 101 104 4 144 132 0 8 
65 以上 590 87 86 40 44 1 499 247 0 252 
女有配偶 882 413 405 179 218 8 463 354 0 109 
総数 100.0 59.5 57.4 47.2 9.1 2.1 39.5 18.4 2.8 18.4 
男 計 100.0 73.9 70.9 68.3 1.4 3.0 24.8 3.7 2.5 18.6 
15-19 歳 100.0 35.6 33.9 30.5     - 1.7 62.7    - 61.0 1.7 
20-34 100.0 96.2 91.6 90.9 0.3 4.5 0.0 0.0 54.0 0.0 
35-49 100.0 97.8 94.6 94.2 0.3 3.2 0.3 0.3 0.3 0.6 
50-64 100.0 85.7 81.8 79.6 0.7 3.9 13.5 3.7    - 9.8 
65 以上 100.0 34.6 33.7 27.9 4.1 1.0 64.4 8.8    - 55.6 
女 計 100.0 45.1 43.9 26.0 16.8 1.2 54.3 33.1 3.0 18.1 
15-19 歳 100.0 13.5 11.5 3.8     - 1.9 86.5 0.0 82.7 3.8 
20-34 100.0 73.1 70.4 58.7 10.3 2.7 26.0 25.1 0.9 0.0 
35-49 100.0 77.0 74.6 43.4 30.5 2.3 22.3 21.5    - 0.8 
50-64 100.0 59.3 58.2 28.1 29.0 1.1 40.1 36.8    - 2.2 
65 以上 100.0 14.7 14.6 6.8 7.5 0.2 84.6 41.9    - 42.7 
女有配偶 100.0 46.8 45.9 20.3 24.7 0.9 52.5 40.1 0.0 12.4 
*休業者 25 人、労働力状態不詳 30 人は表から省いた。 
出所：国勢調査（各年）より作成 
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有配偶女性の場合は、労働力率は 46.8%で、「専業主婦」が 40.1%である。労働力化している




れる。一つは男性の労働力率が高いことである。直島町 73.9%、香川県 69.5%、全国 69.3%であ
り、直島町は４ポイント以上高い。中でも若年層の労働力率が非常に高いことである。15-19
歳層は直島町 35.6%に対して香川県 14.3%、全国 15.0%で 20 ポイント強高く、20-24 歳層は香川





大差ない。ただ、20～24 歳層は高い労働力率である（直島町 78.9%、香川県 72.5%、全国 66.0%）。 
直島町の女性、特に有配偶女性の労働力率は香川県、全国と比べると若干低い。女性の労働
力率は、直島町 45.1%に対して、香川県 47.1%、全国 47.0%で、有配偶女性の場合は、それぞれ
46.8%、51.0%、48.1%である。また、労働力化している女性で「主に仕事」の者の割合は直島町
57.7%で、香川県 67.3%、全国 64.0%で相当低い。他方「家事」専業割合は、全女性で、直島町
33.1%、香川県 28.1%、全国 28.3%であり、有配偶女性の場合は、直島町が 40.1%であるのに対し











 町の従業者数は 2004年まで減少傾向が続いていたが 06年に増加に転じ、09年調査では 2,345
人とまで回復してきた。事業所・企業統計調査の 04 年調査以降従業者数が増加した産業は水産 
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表８ 産業別事業所数・従業者数の推移 
事業所数     従業者数     
産業分類／調査年 2001 2004 2006 2009 2001 2004 2006 2009 
総数 236 - 216 233 2,060 - 2,189 2,345 
     うち民営 208 200 190 209 1,853 1,826 1,964 2,161 
農林水産業 26 26 27 28 196 224 192 210 
鉱業 9 7 1 0 43 31 6 0 
建設業 31 28 29 29 289 239 237 206 
製造業 12 11 10 10 593 558 521 601 
電気・ガス・水道業 4 0 4 4 7 0 5 5 
運輸業 15 14 13 12 233 240 281 274 
卸売・小売業 60 54 46 45 206 183 184 193 
金融・保険業 3 2 2 1 12 14 14 9 
不動産業 8 7 7 7 16 13 13 16 
飲食店・宿泊業 18 17 26 43 125 122 282 322 
医療、福祉 6 5 7 6 79 77 138 114 
教育、学習支援業 6 1 7 7 47 5 79 98 
複合サービス事業 4 1 3 4 54 27 46 43 
サ－ビス業 28 27 28 23 105 93 118 175 
公務 6 - 6 7 55 - 73 79 
総数 100 - 100 100 100 - 100 100 
    うち民営 88.1 100 88 89.7 90 100 89.7 92.2 
農林水産業 11 13 12.5 12 9.5 12.3 8.8 9 
鉱業 3.8 3.5 0.5 0 2.1 1.7 0.3 0 
建設業 13.1 14 13.4 12.4 14 13.1 10.8 8.8 
製造業 5.1 5.5 4.6 4.3 28.8 30.6 23.8 25.6 
電気・ガス・水道業 1.7 - 1.9 1.7 0.3 - 0.2 0.2 
運輸業 6.4 7 6 5.2 11.3 13.1 12.8 11.7 
卸売・小売業 25.4 27 21.3 19.3 10 10 8.4 8.2 
金融・保険業 1.3 1 0.9 0.4 0.6 0.8 0.6 0.4 
不動産業 3.4 3.5 3.2 3 0.8 0.7 0.6 0.7 
飲食店・宿泊業 7.6 8.5 12 18.5 6.1 6.7 12.9 13.7 
医療、福祉 2.5 2.5 3.2 2.6 3.8 4.2 6.3 4.9 
教育、学習支援業 2.5 0.5 3.2 3 2.3 0.3 3.6 4.2 
複合サービス事業 1.7 0.5 1.4 1.7 2.6 1.5 2.1 1.8 
サ－ビス業 11.9 13.5 13 9.9 5.1 5.1 5.4 7.5 
公務 2.5 - 2.8 3 2.7 - 3.3 3.4 
注：2004 年は民営事業所の数値である。なお、情報通信業は無い。 
出所：2001,04,06 年は「事業所・企業統計調査」2009 年は「経済センサス」より作成 
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表９ 民営事業所の経緯組織・従業員規模別事業所・従業員数 単位：人、% 
  事業所数 従業者数 男 女 事業所数 従業者数 男 女 
総数 233 2,345 1,522 823 100 100 100 100 
民営 209 2,161 1,427 734 89.7 92.2 93.8 89.2 
 うち個人 85 207 79 128 36.5 8.8 5.2 15.6 
 うち法人 123 1,953 1,348 605 52.8 83.3 88.6 73.5 
  うち会社 106 1,729 1,269 460 45.5 73.7 83.4 55.9 
地方公共団体 24 184 95 89 10.3 7.8 6.2 10.8 
  1  ～    4 人 139 291 151 140 59.7 12.4 9.9 17 
  5  ～    9 49 353 172 181 21 15.1 11.3 22 
 10  ～   29 29 450 301 149 12.4 19.2 19.8 18.1 
 30  ～   49 10 399 259 140 4.3 17 17 17 
 50  ～   99 2 127 75 52 0.9 5.4 4.9 6.3 
100  ～  299 2 310 171 139 0.9 13.2 11.2 16.9 








 2009 年時点の民営事業所の経営組織、従業員規模の構成は以下のとおりである（表９）。 
 民営事業所が事業所数の 9 割、従業者数の 92.2%を占めている。その多く(75.1%)が単独事業所
である。地方公共団体は 24 事業所（国の機関はない）で従業員数は 184 人にすぎない。民営事
業所 209 のうち、個人経営の事業所は 85（40.7%）あるが、その従業員数は 128 人で、民営事
業所従業者の 17.4%を占めるに過ぎない。平均すると１事業所当たり従業員数 2.44 人で、零細
な事業所である。 













地（うち、田 1,357a、畑 1,913a）あり、専業農家 17 戸、第 1 種兼業農家 4 戸、第２種兼業農
家 170 戸、計 191 戸の農家があった。しかし、75 年から 88 年にかけて、専業農家の増加は見
られたが、農家数と経営耕地は調査年ごとに減少していった。2005 年にはついに経営体として
の農家はなくなってしまった（ただし、2010 年調査では、林業経営体が 1 戸存在している）。 
水産業（表 10, 11） 
 直島の漁業は、海苔、ハマチ、鯛の養殖と建網、延縄、刺網、釣りなどの一般漁業で構成さ
れている。2010 年度の養殖漁業の経営体は、海苔 17 ハマチ 11、鯛 10 であり、一般漁業の経営




よい。しかし、水揚額は 1994 年度（3,996 百万円）以降増加してきたが、2001 年度の 5,458 百
万円をピークにジグザグではあるが減少傾向にある。 
経済センサス（2009 年）によれば、直島町の漁業（すべて水産養殖業）は 27 事業所、従業
者 195 人（産業中分類ですべて水産養殖業）であるが、町漁協の 2011 年度の組合員数は 69 人 
 
表 10 漁業種類別経営体数の推移 
年度 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 
海面養殖計 41 41 41 38 38 38 38 38 38 38 
一般漁業計 156 163 171 176 170 164 162 166 160 149 
  うち建網 45 43 48 48 45 44 44 43 42 38 
     撒餌釣 31 32 32 30 28 25 25 24 23 22 
総計 197 204 212 214 208 202 200 204 198 187 
出所：直島町 HP 統計情報より作成 原資料：直島漁業協同組合調べ 
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表 11 漁業水揚高と養殖漁業の占める割合の推移 
年度 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 
総額（100 万円） 5,458 3,425 3,855 3,494 3,531 3,224 2,910 2,981 3,394 2,650 
養殖漁業割合（%） 93.3 95.1 96.6 96.7 97.2 97.4 97.3 97.4 98.3 97.8 
出所：直島町 HP 統計情報より作成 原資料：直島漁業協同組合調べ  
 




 直島町の工業の推移は表 12 に見るとおりである。すでに述べたように、直島町の製造業は三
菱マテリアル直島製錬所に特化していた。従業員数は減少してきたとはいえ、2000 年代になっ
てもそれは変わらず、直島町の工業に関するデータはほぼ直島製錬所の動向で決定されている。 




表 12 工業の推移 単位：従業者数=人、出荷額等=億円、生産額=万円 
年 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 
事業所数 7 7 7 5 6 5 4 4 4 4 4 
従業者数 550 563 525 496 507 494 489 529 569 536 612 
出荷額等 1,200 1,336 1,282 1,402 1,607 2,058 3,438 3,701 2,991 2,392 3,455 
生産額／人 21,809 23,733 24,423 28,276 31,690 41,658 70,314 69,972 62,561 44,619 67,471 
出所：「工業統計」（各年）より作成 
 
2010 年の工業の構造を見ると、事業所数はわずか 4 社、従業員数は 612 人である。従業員数
300 人以上は１事業所、つまり直島製錬所（従業員数 416 人）のみで、全事業所従業員の 68.0%
を占めている。 
30～99 人規模は２事業所で、一つは 49 人で、これは精錬所の関係会社である直島吉野石膏
㈱である。もう 1 社は無機化学工業製品製造業で 69 人である。 
2010 年の製造品等出荷額 3,455 億円は、県全体の 13.2%を占め、高松市（3,234 億円）よりも
多く、坂出市（7,6276 憶円）に次いで県内第２位の位地にある。また、付加価値額 613 億円強
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は、香川県全体の 9.2%で、高松市（1,288 憶円）、坂出市（709 億円）に次いで県内第３位の位




そして、1 人当たりの現金給与額（現金給与総額／従業者数）も 588.0 万円で、県平均の 374.3
万円を大きく上回り、県内第 1 位である。つまり、直島町の製造業事業所の従業者は、香川県
内では相対的に高い賃金を得ているのである。これも精錬所の従業員の給与額が大きく反映し
ている。ちなみに 2011 年度の三菱マテリアルの従業員の年間平均給与は 642.3 万円（平均年齢







業員数は 63%と衰退傾向が続いてきた。2009 年には商店数は増えていないが、従業員数は 07
年に比べて 45 人の増加している（増加率 29.4%）。09 年の状況は、経済センサスによると、卸
売業が７事業所、54 人で最大 17 人の従業員である。小売業は 38 事業所で従業員数は 144 人で
ある。一番大きい事業所でも 34 人で、大半（32 店舗）は 5 人以下の小零細店舗である。百貨
店、総合スーパーは存在しない。県内自治体の中で最少の店舗数、従業員数である。 
07 年の１人当たり年間販売額 1,881 万円は、県平均 4,272 万円を大きく下回り、県内市町第
13 位であるが、卸と小売りに分けてみると、卸売業は 15,567 万円（県平均 9,917 万円）で第１ 
 
表 13 直島町の商業の推移 年間販売額の単位は 100 万円、1 人当たり年間販売額の単位は万円 
区分／年次 1982 1985 1988 1991 1994 1997 1999 2002 2004 2007 2009 
商店数（軒） 89 71 68 63 68 58 60 60 54 45 45 
従業員（人） 243 211 215 189 192 172 172 196 177 153 198 
年間販売額 3,578 3,923 3,746 4,925 3,648 3,054 3,384 3,116 2,821 2,878  － 
年間販売額/人 1,472 1,859 1,742 2,606 1,900 1,776 1,968 1,590 1,594 1,881  － 
注：07 年以前と 09 年は調査が異なる 
出所：直島町 HP「直島町統計情報」（原資料：商業統計）、09 年は「経済センサス」より作成 
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伸びは著しい。1999 年にはわずか６軒、従業員数 73 人でしかなかったものが、10 年後の 2009
年には 14 軒と２倍強となり、従業員数は３倍強の 228 人となった（表 14）。 
 
表 14 旅館業の推移 
調査年 1999 2001 2004 2006 2009 
旅館数 6 8 6 9 14 
従業者数 73 77 87 212 228 
うちベネッセ 55 68 68 185 193 
出所：事業所・「企業統計調査」(各年）、2009 年「経済センサス」より作成 
 
しかし、従業員が 100 人を超すのは１軒（193 人）だけであり、他はすべて 10 人未満（５人
以下が 12 軒）である。そして 11 軒が個人経営である。つまり、製造業と同様、１軒のガリバー
と 13 軒の小人という構図である。そして従業員の増加に貢献したのはもっぱらこのガリバーで
あった。1999 年に 55 人の従業員しかいなかった者が 2009 年には 193 人と４倍近くに増加した


































05 年３月 31 日現在 
役員構成 
理事長   非常勤・無給（㈱ベネッセコーポレーション会長兼 CEO） 
副理事長  非常勤・無給（㈱ベネッセコーポレーション社長） 
常務理事  常勤・無給  地中美術館館長兼務 
理事 ７名 非常勤・無給 （香川県副知事、(財)日本オペラ振興会理事長、直島町長、
㈱ロッテ副社長、岡山県生活環境部文化振興課長、金沢市助役・韓沢 21 世紀
美術館館長） 
監事 ３名 非常勤・無給（法政大学理事、弁護士、税理士） 
職員組織 
  事務局長（館長兼務・理事）―学芸課長―学芸契約社員 ３名  
               ―事務課長代理―事務課員―事務契約社員 ６名 
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08 年３月 31 日現在 
役員構成 
理事長   非常勤・無給 地中美術館館長兼務（㈱ベネッセホールディングス会長） 
副理事長  非常勤・無給（理事長・㈱ベネッセホールディングス会長の妻） 






  事務局長（非常勤・有給、出向者）―統括課長―事務課長―職員（常勤７名） 
 契約職員 24 名、アルバイト３名、パート 16 名 
10 年３月 31 日現在 
役員構成 
理事長   非常勤・無給 地中美術館館長兼務（㈱ベネッセホールディングス会長、） 
副理事長  非常勤・無給（efu Investment Limited Directer） 
常務理事  常勤・有給 地中美術館館長代理（㈱アートフロントギャラリー代表） 
理事 ３名 非常勤・無給 08 年と同じ 





  契約職員 43 名、アルバイト・パート 45 名 
 
 常勤・有給職員、契約社員、パート・アルバイト数の推移は表 15 のとおりである。 
財団の従業員組織体制は 08 年度から本格化したと見られる。08 年度で理事、監事の数が減
少し、しかも、理事に福武教育文化振興財団副理事長が入り、ベネッセ色が強まった。また、
常勤職員も 08 年度以降増加し、5 人から 10 人になっている。なお、プロパー職員９人の入職
年次を見ると、04 年採用者が課長を含めて 3 人、05 年が 1 人、06 年が２人、07 年が次長を含
めて２人、08 年が１人で、09、10 年採用者は０人である。他方、事務局長を含む４人の出向者
の受け入れており，また契約社員、アルバイト・パートの急増している。これは 10 年度に香川 
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表 15 直島福武美術館財団の従業者構成の推移 単位:人 
年度（翌年３月末現在） 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 
従業員数（有給・常勤） 3 4 3 5 9 10 10 
契約社員 9 8 8 18 24 35 43 
アルバイト・パート  - 8 11 8 19 20 45 
この他にネッセホールディングスからの出向員が事務局長以下、非常勤職員がいる。 







事務局長（出）－財団業務の統括  東京事務局長（出）－財団活動の東京地区担当 
部長（出）－経理・財務部門統括  次長－キュレーション、エデュケーション部門統括 
課長－総務・人事部門人事統括  職員Ａ（出）－総務・人事・経理・財務担当  職員Ｂ
（出）－エデュケーション担当  職員Ｃ（出）－「瀬戸内国際芸術祭での米&食プロジェ
クト担当  職員Ｄ－犬島統括担当  職員Ｅ－総務担当  職員Ｆ－販売担当 
職員Ｇ－エデュケーション担当  職員Ｈ－直島総務担当  職員Ｉ－施設管理・米&食プ








もそのように判断をし、充実を図ろうとしている。11 年度末(12 年 3 月末)の状態は不明である





－ 47 － 
業務内容－美術施設来館者への案内、誘導、説明および販売等の接客。 




給与－大卒－165,000 円～ 昇級－年 2 回（ステップアップ者のみ）賞与－年２回（入社後
６ヶ月経過後から対象 
手当－住宅手当、家族手当、通勤手当 






 業務内容 運営業務－美術施設での受付、案内、監視、ガイド 
      販売業務－各施設のストア、カフェでの販売、接客 




給与－時給 800 円 手当－住宅手当、家族手当、通勤手当 
勤務時間－1 日 8 時間、月間 170 時間程度（月に 15 時間程度の残業あり） 
 休日－年間 105 日（週休２日制） 
 社会保険－健康保険、厚生年金保険、雇用保険 
 寮－寮費(月額) 12,000 円／２人部屋 20,000 円／１人部屋 
手当－住宅手当、家族手当、通勤手当 
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大卒契約社員の 165,000 円は日本の大卒初任給水準 20 万円強よりも５万円程度少なく、アルバ















ウス（ホテル）を中核にベネッセアートサイト直島の運営を行っている。1991 年 12 月に設立
され、すでに 20 年以上たっている。この間、徐々に従業員を増加させてきた。 
12 年４月現在の従業員数は 180 人（正規＋契約社員 83 人、パート・アルバイト 100 人）で、
うち女性は 80 人程度である。 
 正職員の初任給は、大卒 165,000 円、院卒 172,540 円（2010 年度実績）である。 
  諸手当の内には、残業、通勤、家族手当の他、入社後５年間支給の「立上支援住宅手当」が
ある。 
 賞与年２回 １.５か月分、冬１.５か月分 2010 年度実績*23 
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人事・経理総務担当 
給与－会社規定による、賞与－年２回（共に前述の 10 年度実績参照） 








給与：時給 750 円～ 
資格 18 歳以上 
 
以上のように、ベネッセは、財団と文化村で、正社員、契約社員、アルバイト等で一定の雇
用を生み出している。財団は 10 年度で正社員 10 人、契約社員 43 人、アルバイト 45 人の雇用






資源化施設（2003 年 2 月）と有価金属リサイクル施設（2004 年 7 月）を設置・稼働させた。こ
れに伴って直島製錬所の従業員数が、つまり雇用がどのように変化したかを見てみよう。 
精錬所のここ 10 年間の従業員数の推移は以下のとおりである（表 16）。 
最盛期 1,200 人を超えていたと言われた従業員は 1960 年代以降減少を続け、2001 年度末には
359 人と１／３以下に減少している。産業廃棄物関連の両施設が稼働し始めてからも減少が続






－ 50 － 
表 16 三菱マテリアル直島製錬所従業員数の推移 
年度(翌年３月末） 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 
精錬所従業員数(人) 359 356 335 320 316 344 349 344 336 347 
出所：「三菱マテリアル有価証券報告書』（各年度）より作成 
 


















































年雇用者は 140 人増加しているが正社員の増加数は 81 人であった(そのうち、製造業が 44 人、






くの者(398 人、19.2%)が玉名市や高松市を中心に町外から通勤している。    
 ともあれ、現段階では、ベネッセのアート観光事業および直島での産廃処理事業（三菱マテ
リアル、香川県直島環境センター・中間処理施設）の進出は地域経済、雇用に一定の効果をも











学できること（05 年の国勢調査のデータによれば、島外通学者の 61%が岡山県<64 人、うち玉
野市が 47 人>で、高松市は 41 人である）、通勤者も岡山県の方が多いこと（岡山県への通勤者






*1 住民のほとんどが直島に居住しており、属島では、向島<むかえじま>に９世帯 20 人、屏風島<びょう




*2 四国汽船㈱と㈱豊島フェリー 2011 年 4 月 1 日ダイヤ、なお、宇野港との便数には直島町風戸港間の
危険物車両優先便、車両専用便を含む。 
*3 『四国新聞』「島びと 20 世紀 第３部 豊島と直島（7）」 
 http://www.shikoku-np.co.jp/feature/shimabito/3/7 
*4 廃棄物等から熱エネルギーを回収するリサイクル手法で、蒸気、電力等に転換する。 
*5 1920 年代には 5,500 人の、60 年頃でも 4000 人の人口を抱えていた四阪島は、1976 年に精錬所が廃止
され、再び無人島になった。77 年に住友金属鉱山は酸化亜鉛製造工場を設置、現在は同社の従業員が
新居浜港から船で通勤している。 




*8 『四国新聞』「島びと 20 世紀 第３部 豊島と直島」（1） 
 http://www.shikoku-np.co.jp/feature/shimabito/3/1 
*9 『四国新聞』「島びと 20 世紀 第３部 豊島と直島」（4） 
 http://www.shikoku-np.co.jp/feature/shimabito/3/4 
－ 53 － 
*10 『四国新聞』「島びと 20 世紀 第３部 豊島と直島」（4） 
 http://www.shikoku-np.co.jp/feature/shimabito/3/4 
*11 『四国新聞』「島びと 20 世紀 第３部 豊島と直島」（2） 
 http://www.shikoku-np.co.jp/feature/shimabito/3/2 
*12 『四国新聞』「島びと 20 世紀 第３部 豊島と直島」（3） 
 http://www.shikoku-np.co.jp/feature/shimabito/3/3 
＊13 直島製錬所の製錬設備の変化を示しておこう。 
 1917 年 反射炉 粗銅産出月産 300t、39 年 炉更新 1,000t、45 年 銅製錬操業一時中止、 47 年 銅製
錬再開 300t、57 年 3,000t、60 年 錫電解開始、64 年 銅 5,000t、68 年 6,000t、  69 年 第二反射炉(生
産能力 7,500t 設置、73 年 第一反射炉廃止、74 年 連続製銅炉(生産能力 4,000t)操業開始、74 年 第二
電錬工事用操業開始 13,000t、89 年 貴金属製錬開始、91 年 反射炉、連続製銅炉操業停止、新連続製
銅炉(生産能力 17,000t)新設、92 年 鉛電解工場新設(生産能力 3,000t)、銅電錬生産能力 15,800t、94 年 鉛
製錬事業休止、2000 年 精銅生産能力 22,500t、電気銅生産能力 18,500t 
 03 年２月 溶融飛灰再資源化施設稼働、04 年７月 有価金属リサイクル施設稼働、06 年 電気銅生産能
力 19,500t   www.mmc.co.jp/naoshima/corporate/index.html より 




*16 年齢コーホートによって年齢層別の出入りを見ても同様の傾向が読み取れる。2000 年から 05 年の間
に、05 年時年齢で 25～49 歳層で 101 人、とくに 25～29 歳層(40 人)と 35～44 歳層(59 人)に多くの転入
超がみられた。また 05 年から 10 年にかけでは、10 年時年齢で男性の 20～44 歳層で 64 人、とくに 25
～34 歳層で 54 人、女性の 50～59 歳層で 40 人の転入超がみられた。 








*23 リクナビ http://www.isize.com/shushoku/rn824 
*24 以下の募集内容・条件等に就いては、文化村が出した募集要項に基づいてネット上に掲載された次の
ものに基づいている。 
 「直島で働きたい－Work in Naoshima－を知る http://naoshima.cyapo.com/work.html 
 リクナビ http://www.isize.com/shushoku/rn824 










*29 ある旅行社（Htel.Jp）のプランによると、ツイン・朝・夕食つきで 34,000~92,000 円である(2010/5/23
現在)。 
－ 54 － 
*30 2006 年｢事業所・企業統計調査｣と 09 年｢経済センサス｣で比較した。 





聞』に 2000 年７月 10 日から 13 回にわたって連載された「新瀬戸内海論 島びと 20 世紀 第
３部 豊島と直島」（http://www.shkoku-np.co.jp/feature/shimabito/3/1-13）に多く負ってい
る。記して謝意を表しておく。 
